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平成２６年度　事務事業評価シート

事務事業名 地域防災力の強化 所
管

総務部

年度

年度

事
務
事
業
の
概
要

行政計画

昭和

災害対策課

80

長期総合
計画体系

 [基本目標]

[事業開始]

計画事業名
事業の開始・終了年度

② 災害への総合的対応力の向上[33]

法令（義務）

なし

34,039

２５年度

　

　災害に対しては、自助・共助がきわめて重要であり、区、事業者及び関係機関並びに住民防災機関を中心とした区民が取
るべき防災活動を実施し、防災対策の習熟と各防災機関相互の協力及び連携体制の確立を図る。また、住民防災組織の
育成を図り、災害時における地域防災力の向上を図る。

回防災訓練実施回数

19,750

119

事業目的

根拠法令等

事業対象

委託内容

事業内容

委託の有無

補助金の有無

活動指標

災害対策基本法第８条

台東区総合防災訓練会場設営等委託　

[終了予定]

一部委託

事業NO.

 [小　　柱]

〔法令等名〕

（１）総合防災訓練　（２）避難所単位防災訓練　（３）避難所運営委員会　（４）町会単位防災訓練
（５）各種団体訓練

人

Ⅱ-１．個性を活かしたまちづくりの推進

 [施　　策]

①一般区民　②事業者　③防災機関　④区職員

２４年度２３年度
目標値

（２７年度）

100

21,000

98

26,253

121

（４）危機管理と安全・安心の充実強化

あり 防災行動力の向上

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

今後の方向性

　消防などの関係機関と連携し、効率的に実施している。効率性

4

手段の適切性

前年度から
改善した事項

　一般財源（区負担額） (22,955) (26,447) (27,865)

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

　東日本大震災以降、防災に関する区民ニーズは拡大している。地域防災力の強化のため、今後も充実して
いく必要がある。

維持

評
価
結
果

　防災訓練などの内容を充実するとともに、回数増に対応している。

3 　防災普及指導員を２４年度から導入し、適切な事業運営を図っている。

[評価の理由]（区民生活への影響を十分考慮すること）

　首都直下地震の発生に備えて、地域の防災力強化を行うことが重要であり、そのため、今後
も、区民等の要望を踏まえ、防災訓練の内容充実や訓練回数の増加に対応していくことが必
要である。

　東日本大震災以後に高まっている区民や団体の防災に関する要望に応えるため、防災普及指導員を活用するなど
して、訓練回数の増に対応しているほか、より実践的な訓練として資機材の組立や操作訓練を行うなど、実践的な訓
練を行っている。

目的達成度 4

必要性

(21,130)

(6,321) (7,432)

(162)

(27,286) (28,715)

　人にかかるコスト（人件費など）

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

財源項目

(単位：千円)

0

(839) (850)

0

(13,957) (15,081)

事
務
事
業
の
実
績

種　別 (単位)

成果指標

事務事業コスト

(単位：千円)

防災訓練参加者

指標の名称

(20,803)

(153)

(23,855)

　決算額　　(単位：千円) (9,003)

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

(14,851)

(5,583)

(3,421)

0

(900)


